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平
成
25
年
度
事
業
計
画
及
び
予
算

高
齢
者
医
療
制
度
に
関
す
る
要
望
に
つ
い
て

短
期
財
源
率
が
千
分
の
14
・
1 
6

引
き
上
が
り
ま
す

市
区
町
村
の
医
療
費
助
成
事
業
の

適
用
を
受
け
て
い
る
皆
さ
ん
へ
／
他

新
組
合
員
の
皆
さ
ん
へ

（
共
済
組
合
福
祉
事
業
の
ご
案
内
）／
他

50
歳
代
の
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
セ
ミ
ナ
ー

開
催
！
／
他

あ
な
た
の
眠
気
は
春
の
せ
い
？

具定展望台（四国中央市提供）
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●組合員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（単位：人）
組 合 員 種 別 平成25年度末推計

一般組合員
一 　 般 　 職 12,961
特 　 別 　 職 45

市　 町　 村　 長　 組　 合　 員 20
特　 定　 消　 防　 組　 合　 員 1,701
長 期 組 合 員（ 特 別 職 ） 0
市 町 村 長 長 期 組 合 員 0
船　 員　 一　 般　 組　 合　 員 16
継　 続　 長　 期　 組　 合　 員 0

小 　 　 　 　 　 　 計 14,743
任　 意　 継　 続　 組　 合　 員 318

合 　 　 　 　 　 　 計 15,061

●所属所数　　　　　　　　
市 町 一部事務組合等 計
11 9 21 41

●各経理の収支推計　　　　　　　　　　 　　　　　（単位：千円）

収　入 支　出 当期利益金
（△当期損失金）

短 期 経 理
11,107,553 11,095,397 12,156
721,149 715,057 6,092

長 期 経 理 20,529,841 20,529,841 0
預託金管理経理 152,996 152,996 0
業 務 経 理 238,257 250,599 △　 12,342
保 健 経 理 424,987 407,704 17,283
宿 泊 経 理 154,905 159,300 △　　4,395
貯 金 経 理 751,038 583,672 167,366
貸 付 経 理 173,813 174,546 △　　　733
物 資 経 理 18,663 14,185 4,478
合 　 　 　 計 34,273,202 34,083,297 189,905
※短期経理の欄の上段は医療保険、下段は介護保険の収支を示す。

区分

経理名
321,490

320,636
322,168

321,316
322,781

15,185人

14,960人

14,743人

321,966

23年度末
実績

長
期

短
期

24年度末
見込

25年度末
推計

組合員数及び平均給料月額の推移
（任意継続組合員を除く）

組合員数

平
成
25
年
度

　

平
成
25
年
度
の
事
業
計
画
及
び
予
算
が
、
2
月
28
日
に
開
催
さ
れ
た
第
1
8
3
回
組
合

会
で
原
案
ど
お
り
議
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

今
年
度
は
、
依
然
続
く
組
合
員
数
の
減
少
や
給
与
の
伸
び
が
見
込
め
な
い
こ
と
に

よ
る
掛
金
・
負
担
金
の
減
収
及
び
高
齢
者
医
療
制
度
に
係
る
拠
出
金
等
が
昨
年
度
に

比
べ
11
億
円
程
度
増
加
し
た
こ
と
か
ら
、
短
期
経
理
に
お
い
て
は
財
源
率
を
大
幅
に

引
き
上
げ
ざ
る
を
得
ず
、
ま
た
、
業
務
経
理
、
宿
泊
経
理
、
貸
付
経
理
に
お
い
て
当

期
損
失
金
を
見
込
む
厳
し
い
予
算
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

各
経
理
の
概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。
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こ
の
経
理
は
、
短
期
給
付
事
業
及
び
長

期
給
付
事
業
の
事
務
に
要
す
る
費
用
等
を

賄
う
経
理
で
、
地
方
公
共
団
体
か
ら
の

負
担
金（
組
合
員
1
人
当
た
り
5
7
8
9

円
）、
短
期
経
理
か
ら
の
繰
入
金（
組
合
員

1
人
当
た
り
1
9
3
0
円
）及
び
全
国
市

町
村
職
員
共
済
組
合
連
合
会（
以
下「
全
国

連
合
会
」と
い
う
。）か
ら
の
交
付
金（
組
合

員
1
人
当
た
り
3
7
8
4
円
）に
よ
り
運

営
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
全
国
連
合
会
に
お
い
て
平

成
27
年
10
月
に
実
施
さ
れ
る「
被
用
者
年

金
の
一
元
化
」に
対
応
す
る
た
め
の
費
用

が
6
億
円
程
度
必
要
と
な
る
こ
と
か
ら
、

本
組
合
に
交
付
さ
れ
る
連
合
会
交
付
金
が

7
0
5
万
円
減
少
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

こ
の
た
め
年
度
末
で
は
1
2
3
0
万
円
の
当

期
損
失
金
を
見
込
む
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

その他（委託費・
賃借料・普及費など）
49,688（19.8％）

事務費負担金
68,421
（27.3％）

職員給与・
旅費・事務費
132,490
（52.9％）

当期損失金　12,342
利息及び配当金　91

負担金
153,802
（64.6％）

連合会交付金
55,864
（23.4％）

その他　34

短期経理より繰入
28,466（12.0％）

収入
238,257
（単位：千円）

250,599
（単位：千円）

支出

業
務
経
理

●掛金率・負担金率及び公的負担金率等一覧表（平成24年度）
掛　　　金　　　率 負　担　金　率

短　　　　期 長　　　　期
保健

短　　　　期 長　　　　期
保健

短期分 介護分 ４月～ ９月～ 短期分 介護分 ４月～ ９月～

一般組合員
一般職 60.75

(48.60)
6.85
(5.48)

101.3500
(81.08)

103.5625
(82.85)

2.5
(2.0)

68.25
(54.60)

6.85
(5.48)

101.7250
(81.38)

103.9375
(83.15)

2.5
(2.0)

特別職 48.60
(48.60)

5.48
(5.48)

81.08
(81.08)

82.85
(82.85)

2.0
(2.0)

54.60
(54.60)

5.48
(5.48)

81.38
(81.38)

83.15
(83.15)

2.0
(2.0)

市 町 村 長 組 合 員 48.60
(48.60)

5.48
(5.48)

81.08
(81.08)

82.85
(82.85)

2.0
(2.0)

54.60
(54.60)

5.48
(5.48)

81.38
(81.38)

83.15
(83.15)

2.0
(2.0)

市町村長長期組合員 1.52
(1.52) －

81.08
(81.08)

82.85
(82.85)

2.0
(2.0)

1.52
(1.52) －

81.38
(81.38)

83.15
(83.15)

2.0
(2.0)

特 定 消 防 組 合 員 60.75
（48.60)

6.85
(5.48)

101.3500
(81.08)

103.5625
(82.85)

2.5
(2.0)

68.25
（54.60)

6.85
(5.48)

101.7250
(81.38)

103.9375
(83.15)

2.5
(2.0)

船 員 一 般 組 合 員 64.58
(51.664)

6.85
(5.48)

101.3500
(81.08)

103.5625
(82.85)

2.5
(2.0)

71.92
(57.536)

6.85
(5.48)

101.7250
(81.38)

103.9375
(83.15)

2.5
(2.0)

継 続 長 期 組 合 員 － － 101.3500
(81.08)

103.5625
(82.85) － － － 101.7250

(81.38)
103.9375

(83.15) －

特別財政調整
負 担 金 率

育児・介護
公的負担金率

基 礎 年 金
公的負担金率

一 般 組 合 員（ 一 般 職 ）
特 定 消 防 組 合 員
船 員 一 般 組 合 員

0.25
(0.20)

0.2875
(0.23)

45.125
(36.1)

市 町 村 長 組 合 員
一 般 組 合 員（ 特 別 職 ）

0.20
(0.20)

0.23
(0.23)

36.1
(36.1)

市 町 村 長 長 期 組 合 員 － 0.23
(0.23)

36.1
(36.1)

継 続 長 期 組 合 員 － － 45.125
(36.1)

注１　表中上段は、給料の額に乗じる率。下段（　　　）は、期末手当等に乗じる率となっています。
　２　　　　　については、4月1日から変更になった部分です。

区　分

組合員種別

区　分
組合員種別

（単位：‰）

平成25年度平成25年度 事業計画及び予算事業計画及び予算
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こ
の
経
理
は
、
組
合
員
及
び
そ
の
被
扶

養
者
の
医
療
に
係
る
給
付
、
出
産
・
休
業
・

災
害
な
ど
に
係
る
給
付
及
び
介
護
保
険
料

の
収
納
・
納
付
を
行
う
経
理
で
す
。

【
短
期
給
付
関
係
】

　

今
年
度
は
、
組
合
員
数
の
減
少
に
伴
う

掛
金
・
負
担
金
の
減
収
が
見
込
ま
れ
る
一

方
で
、
高
齢
者
医
療
制
度
に
係
る
拠
出
金

等
が
前
年
度
よ
り
大
幅
に
増
加
す
る
こ
と

な
ど
か
ら
、
財
源
率
を
14
・
1 

6
‰
引
き

上
げ
た
1 

0 

9
・
2 

0
‰
と
す
る
収
支
見
込

み
と
な
っ
て
お
り
、
2
年
ぶ
り
に
全
国
連

合
会
か
ら
調
整
交
付
金
及
び
特
別
調
整
交

付
金
の
交
付
を
受
け
る
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
25
年
度
の
高
齢
者
医
療
制
度
に

係
る
拠
出
金
等
は
、
対
前
年
度
予
算
比

で
11
億
4
8
3
0
万
円
増
の
総
額
51
億

6
1
0
0
万
円
を
見
込
ん
で
お
り
、
支
出

に
占
め
る
割
合
は
51
%
と
過
去
最
高
に
な

り
ま
す
。
ま
た
、
財
源
率
1
0
9
・
2 

0
‰

の
う
ち
56
・
9 

8
‰
が
、
高
齢
者
医
療
制

度
の
支
援
に
要
す
る
財
源
率（
特
定
保
険

料
率
に
相
当
す
る
率
）と
な
り
ま
す
。

※
財
調
整
事
業
及
び
特
別
財
政
調
整
事
業

の
詳
細
は
、
10
P
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

【
介
護
保
険
関
係
】

　

介
護
保
険
に
つ
い
て
は
、
40
歳
以
上
65

歳
未
満
の
組
合
員
に
つ
い
て
、
共
済
組
合

が
保
険
料
を
収
納
し
、
社
会
保
険
診
療
報

酬
支
払
基
金
に
納
付
し
て
い
ま
す
。
介
護

保
険
に
要
す
る
財
源
率
は
、
前
年
度
よ
り

0
・
4
‰
引
き
上
げ
た
10
・
9
6
‰
と
す

る
予
算
と
な
り
ま
す
。

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

支出
11,810,454
（単位：千円）

収入
11,828,702
（単位：千円）

当期短期利益金
12,156

給付金
（保健・休業・災害）
4,631,650
（39.2％）

前期高齢者納付金・
後期高齢者支援金
　　　　　4,742,870
 （40.2％）

当期介護利益金
6,092

その他（連合会払込金など）
438,832（3.7％）

次年度繰越支払準備金
739,009（6.3％）

前年度繰越支払準備金
734,275（6.2％）

附加給付・
一部負担金払戻金
97,128（0.8％）

介護納付金
714,400（6.1％）

老人保健・退職者
給付拠出金
418,099（3.5％）

業務経理へ繰入
28,466（0.2％）

介護掛金・負担金
721,140（6.1％）

調整交付金・
特別調整交付金
543,402（4.6％）

その他
460,355（3.9％）

短期掛金・負担金
9,369,530（79.2％）

短
期
経
理

●短期経理収支状況

利
益
金

不
足
金－221,213

－75,336

18,248

-72,672
-51,743

（千円）

139,227

93,714

19年度
実績

20年度
実績

21年度
実績

22年度
実績

23年度
実績

24年度
見込

25年度
推計

（注）介護保険の収支を含んだ短期経理の収支状況となっています。

350,000

250,000

150,000

50,000

-50,000

-150,000

-250,000

-350,000

平成25年度平成25年度 事業計画及び予算事業計画及び予算



　

こ
の
経
理
は
、
年
金
の
原
資
と
な
る
掛

金
・
負
担
金
を
収
納
し
、
全
国
連
合
会
へ

納
付
す
る
経
理
で
す
。

　

財
源
率
は
、
平
成
21
年
の
財
政
再
計
算

に
よ
り
、
平
成
26
年
ま
で
毎
年
9
月
に
3
・

5
4
‰
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
と
さ
れ
て

い
ま
す
が
、
組
合
員
数
の
減
少
や
追
加
費

用
率
の
引
下
げ
が
影
響
し
、
今
年
度
の
総

収
入
額
は
、
対
前
年
度
予
算
比
で
8
億

4
6
7
0
万
円
減
の
2
0
5
億
2
9
8
0

万
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

平
成
27
年
10
月
に
実
施
さ
れ
る「
被

用
者
年
金
一
元
化
」の
概
要
に
つ
い
て

は
、
今
号
と
併
せ
て
お
送
り
し
て
お
り

ま
す
冊
子「
共
済
年
金
は
厚
生
年
金
に

統
一
さ
れ
ま
す
」を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

掛金払込金
7,303,513
（35.6％）

負担金払込金
13,226,328
（64.4％）

掛金
7,303,513
（35.6％）

負担金
13,226,328
（64.4％）

収入
20,529,841
（単位：千円）

支出
20,529,841
（単位：千円）

長
期
経
理

平成25年度平成25年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

保
健
経
理

保

健

関

係

人間ドック利用助成
保 養
関 係

愛媛共済会館利用助成

脳 ド ッ ク 利 用 助 成 新婚・銀婚等利用助成

が

ん

検

診

等

補

助

ミ ニ
ドック

眼 底 検 診 福 祉 施 設 利 用 助 成

大腸がん検診
研修会
等関係

労働安全衛生業務担当者研修会

H b A 1 c ライフプランセミナー

肺がん
検 診

デジタルCR 健 康 講 習 会 補 助

ヘリカルCT

その他

電話健康・メンタルヘルス相談

胃 が ん 検 診 県・市町連携によるメンタルヘルス対策事業

子 宮 が ん 検 診 そ の 他

乳 が ん 検 診 特 定
健康診査
等 関 係

特 定 健 康 診 査

前 立 腺 が ん 検 診 特 定 保 健 指 導

肝 炎
ウイルス
検 診

ＨＢ s抗原

ＨＣＶ抗体

インフルエンザ予防接種補助

はり・きゅう施術料助成

事 業 の 種 類

（単位：百万円）
300

250

200

150

100

50

280

保
健
関
係

13

保
養
関
係

9

県
・
市
町
連
携
に
よ
る

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
事
業

1

研
修
・
講
習
会
等
関
係

2

そ
の
他

19

特
定
健
康
診
査
・

特
定
保
健
指
導

種類別事業計画額

0

　

こ
の
経
理
は
、
組
合
員
及
び
そ
の
被
扶
養

者
の
健
康
の
保
持
・
増
進
の
た
め
、
人
間
ド
ッ

ク
等
の
利
用
助
成
と
特
定
健
康
診
査
及
び
特

定
保
健
指
導
等
を
行
う
経
理
で
す
。

　

今
年
度
は
、
平
成
23
年
度
か
ら
1
万
4 

0 

0 

0 

0
円
と
し
て
い
た
人
間
ド
ッ
ク
等
の
利
用

助
成
額
を
2
万
4
0
0
0
円
に
引
き
上
げ
る

こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、厚
生
費
は
、

対
前
年
度
予
算
比
で
1
億
6
8
0
万
円
増
の

3
億
5
0
0
万
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

ま
た
、
昨
年
度
か
ら
実
施
し
て
い
る
県
・

市
町
連
携
に
よ
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
事

業
を
、
今
年
度
も
県
・
市
町
等
か
ら
の
補
助

金
に
よ
り
実
施
い
た
し
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
20
年
度
か
ら
実
施
し
て
お
り

ま
す
組
合
員
に
対
す
る
特
定
健
康
診
査
・
特

定
保
健
指
導
は
、
今
年
度
6
年
目
を
迎
え
、

第
2
期
目
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
す
。
本
組
合
の

保
健
師
等
が
、
引
き
続
き
各
所
属
所
に
伺
い

ま
す
の
で
、
生
活
習
慣
病
予
防
を
目
的
と
し

た
当
該
指
導
に
つ
い
て
、
趣
旨
御
理
解
の
上

ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

※
人
間
ド
ッ
ク
等
利
用
助
成
額
の
引
上
げ
に

つ
い
て
は
、
14
P
を
ご
覧
下
さ
い
。

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

その他
31,982（7.9％）宿泊経理へ繰入

29,000（7.1％）

連合会分担金
3,973（1.0％）

職員給与・
旅費・事務費
18,829
（4.6％）

特定健康診査等費
18,935（4.6％）

利息及び配当金　104

掛金・負担金
416,102（97.9％） 厚生費

304,985（74.8％）

当期利益金
17,283補助金

8,781（2.1％）

収入
424,987
（単位：千円）

支出
407,704
（単位：千円）



　

こ
の
経
理
は
、
組
合
員
皆
さ
ま
の
生
活

設
計
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た

「
共
済
貯
金
」事
業
を
行
う
経
理
で
す
。

　

年
度
末
の
貯
金
残
高
は
5
2
2
億
円
、

一
人
当
た
り
貯
金
額
は
5
6
4
万
円
を
見

込
ん
で
い
ま
す
。

　

こ
の
経
理
で
は
、
物
資
経
理
の
収
支
改

善
を
図
る
た
め
、
平
成
23
年
度
か
ら
、
物

資
供
給
事
業
の
運
営
に
必
要
な
資
金
の
貸

付
け
（
貸
付
利
率
1
・
2
%
）を
行
っ
て
お

り
、
年
度
末
で
5
億
3
5
0
0
万
円
の
貸

付
け
を
予
定
し
て
お
り
ま
す
。

　

な
お
、
今
年
度
の
貯
金
利
率
は
、
前
年

度
と
同
様
の
1
・
0
%
を
予
定
し
て
い
ま

す
。
皆
さ
ま
か
ら
お
預
か
り
し
た
資
金
は
、

本
組
合
で
定
め
る
資
金
の
管
理
・
運
用
基

準
に
基
づ
き
、
安
全
性
を
第
一
に
定
期
預

金
の
外
、
国
債
や
地
方
債
な
ど
の
債
券
に

よ
る
運
用
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

証券投資信託
900,000(1.60%)

貯
金
経
理
の
資
産
構
成
割
合

資産総額　５６６億７２２万７千円
（単位：千円）

0 20 40 60 80 100

預金
15,815,918
（27.94％）

国債
9,878,831
（17.45％）

地方債5,296,170（9.36％）

政保債等
11,489,585
（20.30％）

公営企業債2,192,335（3.87％）
社債
6,595,388（11.65％）

円貨建外国債4,693,000（8.29％）

長期貸付金
535,000
（0.94％）

その他
111,000
（0.20％）

貯金事業の現況（平成24年度末推計）
貯金者数　9,262人

貯金額　522億円

１人当たり貯金額　564万円

加入率　61.5％

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

その他
32,596
（5.6％）

支払利息
520,701（89.2％）

当期利益金
167,366

職員給与・
旅費・事務費
30,375（5.2％）

その他
3,580（0.5％）

利息及び配当金
747,458（99.5％）

収入
751,038
（単位：千円）

支出
583,672
（単位：千円）

　共済だより 4月号 Vol.274 6

貯
金
経
理

平成25年度平成25年度 事業計画及び予算事業計画及び予算



　

こ
の
経
理
は
、
年
金
原
資
で
あ
る
積

立
金
を
預
託
金
管
理
経
理
か
ら
借
り
入

れ
て
、
組
合
員
の
皆
さ
ま
に
資
金
の
貸

付
け
を
行
う
経
理
で
す
。

　

貸
付
件
数
及
び
貸
付
金
残
高
は
、
組

合
員
数
の
減
少
の
影
響
等
に
よ
り
年
々

減
少
し
て
い
ま
す
。

　

住
宅
の
新
築
・
購
入
・
修
理
や
、
入
学
・

修
学
な
ど
の
学
費
そ
の
他
生
活
必
需
品

の
購
入
費
用
等
で
資
金
が
必
要
な
と
き

は
、
貸
付
事
業
を
是
非
ご

利
用
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
貸
付
事
故
が
発

生
し
た
場
合
の
保
険
で
あ

る
全
国
連
合
会
の
貸
付
債

権
共
同
保
全
事
業
に
つ
い

て
は
、
全
国
で
累
積
す
る

未
収
金
を
集
中
的
に
処

理
す
る
た
め
、
平
成
24
年

度
か
ら
民
間
損
保
に
移
行

し
て
お
り
、
今
年
度
の
当

該
事
業
に
係
る
保
険
料
率

は
、
前
年
度
と
同
率
の
貸

付
残
額
1
0
0
万
円
当
た

り
1
1
5
円
で
、
払
込
額

は
8
9
0
万
円
を
見
込
ん

で
い
ま
す
。

　

こ
の
経
理
は
、
財
形
住
宅
貸
付
事
業
に
係
る

資
金
の
貸
付
け
を
行
う
経
理
で
、
全
国
連
合
会

か
ら
資
金
を
調
達
し
て
事
業
を
行
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
1
8
0
0
万
円
の
借
入
を
見
込

ん
で
い
ま
す
。

（　）内は支出に占める割合

（　）内は収入に占める割合

その他
（賃借料・負担金など）
6,580（3.8％）

当期損失金
733

支払利息
148,032（84.8％）

組合員貸付金利息
171,290（98.6％）

利息及び配当金
650（0.4％）

その他　1,273（0.7％）

連合会払込金
8,933（5.1％）

職員給与・
旅費・事務費
11,001（6.3％）

連合会交付金
600（0.3％）

収入
173,813
（単位：千円）

支出
174,546
（単位：千円）

貸
付
経
理

財
形
経
理

●平成25年度末貸付金推計　　
種　　　類 件数（件） 金額（千円） 割合（％）

普 通 貸 付 1,368 1,268,353 21.14

住 宅 貸 付 1,295 4,011,695 66.85

在宅介護対応住宅貸付 41 77,742 1.30

災 害 貸 付 3 19,403 0.32

特 別 貸 付 599 622,221 10.36

高額医療貸付 1 1,000 0.02

出 産 貸 付 1 420 0.01

合 計 3,308 6,000,834 100.00

（　）内は支出又は収入に占める割合

（単位：千円）

保険料
18（12.9％）

支払利息
122（87.1％）

財形貸付金利息
122（86.5％）

利息及び配当金
1（0.7％）

当期利益金
1

保険負担金
18（12.8％）

収入
141

支出
140
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※「
四
国
旅
劇
場
」・
宿

泊
予
約
・
宴
会
・
会
議

等
の
詳
細
に
つ
き
ま
し

て
は
、
え
ひ
め
共
済
会

館
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

こ
の
経
理
は
、
組
合
員
の
皆
さ
ま
が
、

本
組
合
の
契
約
業
者
で
自
動
車
等
を
購
入

す
る
際
に
、
購
入
代
金
を
本
組
合
が
一
括

し
て
立
替
払
い
す
る「
物
資
供
給
事
業
」を

行
う
経
理
で
す
。

　

ま
た
、
こ
の
経
理
で
は
預
託
金
管
理
経

理
と
貯
金
経
理
か
ら
資
金
を
借
り
入
れ
し

て
立
替
払
い
を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
収
支

の
改
善
を
図
る
た
め
、
今
年
度
末
ま
で
に

預
託
金
管
理
経
理
か
ら
の
借
入
金（
借
入

利
率
2
・
4
%
）を
全
て
貯
金
経
理
か
ら
の

借
入
金（
借
入
利
率
1
・
2
%
）に
振
り
替

え
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
支
払
利
息
は
1
8
0
万

円
の
減
少
が
見
込
ま
れ
、
年
度
末
で
は

4
5
0
万
円
の
当
期
利
益
金
を
見
込
む
予

算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

※
契
約
業
者（
指
定
店
）は
、
別
冊「
契
約
業

者（
指
定
店
）名
簿
」を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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物
資
経
理

●平成25年度事業の概要

販 売 品 目

電気製品、家具、自動車、自
転車、自動二輪車、時計、貴
金属、眼鏡、洋服、図書、楽器、
ストックハウス、住宅附帯設
備、スポーツ・レジャー用品、
呉服、健康器具等

販 売 方 法 店頭・巡回・通信販売

利 潤 率 平均　0.75％

購入制限額 200万円

指 定 店 数 159店

月 賦 期 間 2回～60回

債 務 保 証 官公庁等共済組合一般資金貸
付保険により行う

販売見込額 240,768千円

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

その他
722（3.9％）

受取手数料
17,941（96.1％）

支払利息
6,448
（45.5％）

保険料
1,225（8.6％）

職員給与・
旅費・事務費
2,908（20.5％）

その他
（普及費・
賃借料など）
3,604
（25.4％）

収入
18,663
（単位：千円）

支出
14,185
（単位：千円）

当期利益金
4,478
当期利益金
4,478

宿
泊
経
理

　

こ
の
経
理
は「
え
ひ
め
共
済
会
館
」の
経

営
を
行
う
経
理
で
す
。

　

今
年
度
は
、
よ
り
一
層
お
客
様
が
快
適

に
ご
利
用
い
た
だ
け
る
よ
う
、
宿
泊
室
の

ベ
ッ
ド
ス
プ
リ
ン
グ
マ
ッ
ト
レ
ス
の
交
換

な
ど
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

　

四
国
4
県
共
済
会
館
宿
泊
施
設
合
同

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン「
四
国
旅
劇
場
」は
平
成
24

年
度
を
も
っ
て
一
旦
終
了
し
ま
し
た
が
、

ご
好
評
に
つ
き
、
今
年
度
か
ら
第
2
弾
を

ス
タ
ー
ト
い
た
し
ま
す
。
ま
た
、
ス
ポ
ー

ツ
や
文
化
活
動
で
団
体（
小
・
中
学
生
、
高

校
生
、
大
学
生
）利
用
の
皆
さ
ま
を
応
援
す

る
宿
泊
サ
ポ
ー
ト
プ
ラ
ン
を
は
じ
め
皆
さ

ま
の
ニ
ー
ズ
に
お
応
え
す
る
よ
う
多
種
多

様
な
プ
ラ
ン
を
ご
用
意
い

た
し
て
お
り
ま
す
。

　

よ
り
一
層
、
安
全
・
安

心
で
快
適
な
施
設
運
営
に

心
が
け
て
ま
い
り
ま
す
の

で
、
宿
泊
・
宴
会
・
会
議

等
に
引
き
続
き
ご
利
用
を

お
願
い
い
た
し
ま
す
。

●年間利用計画　　　　　　　　
宿　　　泊 宴集会

利用人数 14，819人
（組合員5，180人／その他9，639人） 1,473件

年間収入 57,849千円 28,794千円

部門区分

平成25年度平成25年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

支出

修繕費
2,724（1.7％）

商品仕入
420（0.3％）

光熱水料
12,564（7.9％）

委託管理費
18,664（11.7％）

当期損失金
4,395

施設収入
86,643
（55.9％）

その他
（賃借料など）
39,262
（25.4％）

保健経理
より繰入
29,000
（18.7％） その他

74,101
（46.5％）

職員給与・
旅費・事務費
50,827（31.9％）

収入
154,905
（単位：千円）

支出
159,300
（単位：千円）



高齢者医療制度に関する要望について
　わが国の医療保険制度は、デフレが長期化する中、平均寿命の伸長や医療技術の高度化により医療費は膨
張し、特に高齢者医療においては、団塊世代が65歳を迎え、大変厳しい状況に直面しています。
　本組合においては、掛金・負担金収入の伸びが見込まれない中、前期高齢者納付金、後期高齢者支援金な
どの高齢者医療制度への負担や協会けんぽへの財政支援が短期財政を大きく圧迫しており、これら支援金等
の負担総額が短期経理の支出に占める割合は、平成19年度以降40%を超え、特に平成25年度においては、前
期高齢者納付金が平成23年度の前期高齢者加入者数455名の医療費等を基に算出される結果、対前年度比で
約11億円の負担増が見込まれ、51%を占める状況に至っております。
　医療費安定化計画を策定し医療費節減に取り組む中、高齢者医療制度への支援金等の増減の波が短期財政
に大きく影響を及ぼすこととなり、大幅な財源率の引上げを余儀なくされるなど、組合員、地方公共団体に
とって負担が増大している状況となっています。
　全国市町村職員共済組合連合会におかれましては、このような状況をご高察していただき、共済組合にお
ける短期財政を将来にわたって安定的に運営し、また、短期給付財政調整事業等が適切かつ円滑に行われる
よう、医療保険制度の抜本改革の早期実現に向けご尽力賜りたく、下記事項について要望いたします。

記

①　前期高齢者納付金については、国庫負担投入を図るとともに保険者間の財政調整のあり方について十分
検討し、安定した財政運営が確保される制度とされたい。

②　後期高齢者支援金については、国庫負担を拡充し、公正で公平な合理性のある納得できる仕組みを構築
されたい。また、総報酬割の分担方法の検討に当たっては、共済組合の負担が増加することが予測される
ことから、将来の高齢社会の進展や医療費増高の見通しの上に立って、慎重に検討されたい。

③　高齢者医療制度への支援の問題については、全国市町村職員共済組合連合会においても大きく議論を深
めるとともに、制度改革の早期実現のため、国への要望を積極的に行っていただきたい。　

　以上、決議する。
　平成25年2月28日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 愛媛県市町村職員共済組合　第183回組合会

第183回組合会において「高齢者医療制度に関する要望について」
が次のとおり決議されました。

　

こ
の
経
理
は
、
全

国
連
合
会
か
ら
年
金

積
立
金
の
一
部
の
預

託
を
受
け
て
、
定
期

預
金
等
の
流
動
性
預

金
に
よ
る
短
期
運
用

と
、
貸
付
経
理
へ
の

長
期
貸
付
及
び
縁
故

地
方
債
の
引
き
受
け

に
よ
り
、
預
託
さ
れ

た
資
金
の
管
理
・
運

用
を
行
う
経
理
で
す
。

　

今
年
度
の
運
用
収

入
1
億
5
3
0
0
万

円
は
、
そ
の
全
額
を

全
国
連
合
会
へ
払
い

込
む
こ
と
と
な
り
ま

す
。

　

な
お
、
平
成
24
年

度
決
算
に
お
け
る

「
長
期
給
付
積
立
金

の
預
託
金
の
運
用
状

況
」は
、
本
年
7
月

1
日
に
本
組
合
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
予

定
で
す
。

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

利息及び配当金
152,996（100%）

支払利息
152,996（100%）

収入
152,996
（単位：千円）

支出
152,996
（単位：千円）

預
託
金
管
理
経
理
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【
調
整
交
付
金
・
特
別
調
整
交
付
金
】

　

短
期
給
付
に
要
す
る
費
用
は
、
組
合
員
と
市

町
村
が
掛
金
・
負
担
金
と
し
て
折
半
負
担
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
法
定
給
付

に
要
す
る
掛
金
率
が
一
定
以
上
に
な
る
場
合
は
、

全
国
連
合
会
の
財
政
調
整
事
業
に
よ
る
調
整
交

付
金
（
短
期
経
理
の
財
政
窮
迫
組
合
に
対
す
る

財
政
支
援
）
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
こ

れ
に
よ
り
、
構
成
組
合
間
で
の
掛
金
の
不
均
衡

が
調
整
さ
れ
、
組
合
員
の
負
担
が
重
く
な
ら
な

い
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

  

調
整
交
付
金
の
平
成
25
年
度
の
交
付
条
件
は
、

「
法
定
給
付
に
要
す
る
掛
金
率
が
基
準
掛
金
率

を
超
え
て
い
る
こ
と
」（
別
図
の
と
お
り
）
及

び
「
一
部
負
担
金
払
戻
金
等
の
基
礎
控
除
額
が

2
万
5
千
円
（
上
位
所
得
者
は
３
万
３
千
円
）

以
上
で
あ
る
こ
と
。」
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
特
別
調
整
交
付
金
の
交
付
を
受
け
る

場
合
は
、
調
整
交
付
金
の
交
付
条
件
に
加
え
て
、

「
短
期
給
付
財
政
安
定
化
計
画
」
を
策
定
し
、
各

種
の
対
応
策
を
講
じ
、
短
期
給
付
財
政
の
健
全

化
に
努
め
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
全
国
の
厳
し
い
財
政
状
況
を
受
け
て
、

財
政
調
整
基
準
掛
金
率
も
引
き
上
げ
ざ
る
を
得

な
い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

―

平
成
25
年
度
短
期
経
理（
予
算
）―

  

平
成
25
年
度
の
短
期
経
理
は
、
支
出
に
お
い
て
は
、
高
齢
者

医
療
制
度
に
係
る
拠
出
金
等
の
合
計
が
前
年
度
よ
り
約
11
億

5
0
0
0
万
円
増
加
す
る
見
込
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。
収
入
に
お

い
て
も
、
組
合
員
数
の
減
少
な
ど
の
影
響
に
よ
り
、
標
準
給
与
総

額
の
伸
び
が
期
待
で
き
な
い
た
め
、
短
期
財
源
率
は
千
分
の
14
・

1 

6
引
き
上
げ
て
、
千
分
の
1
0
9
・
2 

0
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
に
伴
い
、
2
年
ぶ
り
に
全
国
連
合
会
か
ら
調
整
交
付
金
及

び
特
別
調
整
交
付
金
の
交
付（
別
表「
調
整
交
付
金
・
特
別
調
整
交

付
金
の
状
況（
愛
媛
県
）」の
と
お
り
）を
受
け
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。 

　

な
お
、
当
該
調
整
交
付
金
を
受
け
る
基
準
と
な
る
財
政
調
整
基

準
掛
金
率
が
、
平
成
25
年
度
か
ら
千
分
の
47
か
ら
千
分
の
48
に
引

き
上
げ
ら
れ
、
法
定
給
付（
前
年
度
欠
損
金
を
除
く
。）に
係
る
掛

金
率
が
千
分
の
48
か
ら
千
分
の
49
ま
で
の
部
分
は
調
整
交
付
金
、

千
分
の
49
を
超
え
る
部
分
は
特
別
調
整
交
付
金
の
交
付
を
受
け
る

こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

厳
し
い
財
政
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
の
で
、
平
成
25
年
度
も
財

政
安
定
化
計
画
を
策
定
し
、
医
療
給
付
の
適
正
化
に
努
め
る
と
と

も
に
、
平
成
20
年
度
か
ら
実
施
し
て
い
ま
す
特
定
健
康
診
査
及
び

特
定
保
健
指
導
に
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
皆

さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

平成２５年度  短期給付財政調整事業･特別財政調整事業の概要

（単位：‰）

区　　分
期 末 手 当 等 給 料

掛　金 負担金 合　計 掛　金 負担金 合　計
定 款 本 則 ① 54.60 54.60

0.00
0.00

0.00
0.00

109.20 68.25 68.25 136.50
特別財政調整② 5.00 5.00 6.25 6.25
財 政 調 整 ③ 1.00 1.00 1.25 1.25
実質 ( ① - ② - ③） 48.60 54.60 103.20 60.75 68.25 129.00

期末手当等に係る率 給料に係る率

6.25

10005.00

1000

0.075

10000.06

1000

1.25

1000

（基準掛金率）
48.00

1000

109.20

1000

負担金率 （基準掛金率） 負担金率
54.06

1000

60.000

1000

67.575

1000

附加給付等
財 源 率 0.54

10001.08

1000

法 定 給 付
財　源　率
108.12

1000

0.54

1000

0.675

1000

0.675

1000

法 定 給 付 = Ａ － Ｂ
（9,794,169千円）

Ａ
保健給付、休業給付（育児休業手
当金、介護休業手当金を除く。）、
老人保健拠出金、退職者給付拠出
金、後期高齢者支援金、前期高齢
者納付金、病床転換支援金、一部
負担金返還金、短期任意継続掛金
還付金、連合会払込金、育児・介
護休業手当金拠出金、支払準備金
増減額、業務経理への繰入れ、前
年度欠損金（法定給付分）

Ｂ
高額医療交付金、補助金、短期利
息及び配当金、償還差益、賠償金、
雑収入、公的負担金、欠損金補て
ん積立金及び短期積立金（前年度
の調整交付金等を控除した額）

附加給付等（97,336千円）

②

③

（①－②－③）
実質掛金率

（別図）

合 　 　 計
財　源　率

①

1.00

1000

（掛金） （負担金）
（掛金） （負担金）

一部負担金払戻金・家族療養費附
加金・家族訪問看護療養費附加金
（基礎控除額25,000円　※上位
所得者33,000円）、出産費附加
金、家族出産費附加金、埋葬料附
加金、家族埋葬料附加金、支払利
息、前年度欠損金（附加給付分）

前年度欠損金（法定給付分）

基準掛金率49/1000
（特別財政調整適用）

99,094千円

基準掛金率48/1000
（財政調整適用）
19,798千円

前年度欠損金（法定給付分）

基準掛金率61.25/1000
（特別財政調整適用）
353,822千円

基準掛金率60/1000
（財政調整適用）
70,688千円

（別表） 調整交付金・特別調整交付金の状況（愛媛県）　　　　　    （単位：千円）

年　度 調整交付金 特別調整交付金 合　計

平成16年度 127,111 0 127,111
平成17年度 0 0 0
平成18年度 165,403 70,119 235,522
平成19年度 160,160 283,888 444,048
平成20年度 156,716 123,415 280,131
平成21年度 150,100 35,560 185,660
平成22年度 143,880 193,001 336,881
平成23年度 140,913 112,846 253,759
平成24年度 0 0 0
平成25年度（予算） 90,486 452,916 543,402

短
期
財
源
率
が
千
分
の
14
・
1 

6

引
き
上
が
り
ま
す

調
整
交
付
金・特
別
調
整
交
付
金
の

交
付
を
受
け
る
こ
と
に
！



【このページについての問い合わせ先】　共済組合保健課　医療係　☎089（945）6313
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共
済
組
合
で
は
、
組
合
員
や
被
扶

養
者
が
病
院
で
診
療
を
受
け
た
時
の

自
己
負
担
額
が
2
万
5
千
円（
上
位
所

得
者
3
万
3
千
円
）を
超
え
る
場
合
に

は
、
診
療
報
酬
明
細
書（
レ
セ
プ
ト
）

に
基
づ
い
て「
一
部
負
担
金
払
戻
金
」、

「
家
族
療
養
費
附
加
金
」及
び「
家
族

訪
問
看
護
療
養
費
附
加
金
」（
以
下「
一・

部・

負・

担・

金・

払・

戻・

金・

等・

」と
い
う
。）と
し

て
、
そ
の
自
己
負
担
額
の
一
部
を
払

い
戻
し
て
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
市
区
町
村
の
条
例
に
基

づ
い
た
医
療
費
助
成
事
業
の
適
用
を

受
け
て
い
る
組
合
員
や
被
扶
養
者
に

は
、
受
診
時
の
自
己
負
担
に
対
し
市

区
町
村
か
ら
助
成
が
あ
り
ま
す
の
で
、

共
済
組
合
か
ら
は
現
に
支
払
っ
た
額

に
基
づ
き
一
部
負
担
金
払
戻
金
等
の

給
付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
一
部
負
担
金
払
戻
金
等

の
適
正
な
給
付
を
行
う
た
め
、
市
区

町
村
の
医
療
費
助
成
を
受
け
る
こ
と

と
な
っ
た
と
き
や
受
け
な
く
な
っ
た

と
き
は
、
公
費
負
担
受
給（
開
始
・
停

止
）の
報
告
を
お
願
い
し
ま
す
。

【
報
告
方
法
】

　

所
属
所
共
済
事
務
担
当
者
を
通
じ

て
、
公
費
負
担
受
給
報
告
書
を
共
済

組
合
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

【
注
意
事
項
】

　

医
療
費
助
成
の
適
用
を
受
け
て
い

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
一
部
負
担
金

払
戻
金
等
が
誤
っ
て
支
給
さ
れ
た
場

合
、
当
該
一
部
負
担
金
払
戻
金
等
は

返
還
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま

す
の
で
、
報
告
を
忘
れ
な
い
よ
う
に

お
願
い
し
ま
す
。

　

共
済
だ
よ
り「
石
鎚
」平
成
25
年
1
月
号
で
お
知
ら
せ

し
ま
し
た
と
お
り
、
短
期
給
付
に
係
る
附
加
給
付
の
見

直
し
を
行
い
ま
し
た
。

　

共
済
組
合
で
は
医
療
費
の
自
己
負
担
額（
高
額
療
養
費

相
当
分
を
除
く
。）が
診
療
報
酬
明
細
書
等
1
件
に
つ
い

て
、
基
礎
控
除
額
の
2
万
5
千
円
を
超
え
る
場
合
に
、
そ

の
超
え
る
額（
1
0
0
円
未
満
の
端
数
切
捨
て
・
支
給
額

1
0
0
0
円
未
満
不
支
給
）に
つ
い
て
払
戻
し（
以
下「
一

部
負
担
金
払
戻
金
等
」と
い
う
。）を
行
っ
て
い
ま
す
が
、

平
成
25
年
4
月
診
療
分
か
ら
上
位
所
得
者
に
係
る
当
該

基
礎
控
除
額
を
次
表
の
と
お
り
段
階
的
に
引
き
上
げ
る
こ

と
と
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
災
害
見
舞
金
附
加
金
を
廃
止
す
る
こ
と
と
し
、

平
成
25
年
4
月
以
降
に
給
付
事
由
が
生
じ
た
も
の
に
は

当
該
附
加
金
を
支
給
し
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
こ
れ
ら
の
改
正
に
併
せ
て
、
一
部
負
担
金
払
戻

金
等
に
係
る
給
付
1
件
の
意
義
に
つ
い
て
見
直
し
を
行

い
、
平
成
25
年
4
月
診
療

分
か
ら
、
医
療
機
関
に
お

い
て
薬
剤
の
投
与
に
代
え

て
処
方
せ
ん
が
交
付
さ
れ

た
場
合
の
当
該
処
方
せ
ん

に
基
づ
く
薬
局
で
の
薬
剤

支
給
は
、
処
方
せ
ん
を
交

付
し
た
医
療
機
関
に
お
け

る
療
養
の
一
環
と
み
な
し
、

こ
れ
ら
を
合
算
し
て
算
定

す
る
よ
う
改
正
し
ま
し
た
。

　

詳
細
は
、
共
済
組
合（
保

健
課
医
療
係
）へ
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

70
歳
か
ら
74
歳
の

一
部
負
担
金
は

引
き
続
き
1
割
負
担

　

平
成
18
年
度
の
医
療
制
度
改

正
で
、
平
成
20
年
4
月
か
ら
2

割
負
担
に
見
直
す
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
し
た
70
歳
か
ら
74
歳
の

高
齢
受
給
者（
現
役
並
み
所
得
者

は
除
き
ま
す
。）に
係
る
一
部
負

担
金
に
つ
い
て
は
、
平
成
25
年

度
も
引
き
続
き
引
上
げ
が
凍
結

さ
れ
、
平
成
26
年
3
月
31
日
ま

で
1
割
負
担
と
な
り
ま
す
。

一
部
負
担
金
払
戻
金
等
に
係
る
支
給

基
準
額
等
の
改
正
及
び
災
害
見
舞
金

附
加
金
の
廃
止
に
つ
い
て

市
区
町
村
の
医
療
費
助
成
事
業
の
適
用

を
受
け
て
い
る
皆
さ
ん

平成25年
4月から

医
療
費
助
成
事
業
の

適
用
状
況
に
つ
い
て
、

確
認
の
調
査
を
5
月

に
実
施
し
ま
す
。

区　　分 一部負担金負担割合

70歳～74歳
現役並み所得者 ３割

一　　般 １割

小学生～69歳 ３割

0歳～未就学児童 ２割

※（　  ）内の額は高額療養費が世帯合算に該当する場合の金額
※上位所得者とは、給料月額424,000円（特別職は53万円）以上 
　の組合員

上位所得者に係る基礎控除額の段階的な引上げ方法

引上げ時期 基礎控除額

平成25年4月診療分から 33,000円（66,000円）

平成26年4月診療分から 41,000円（82,000円）

平成27年4月診療分から 50,000円（100,000円）



 

貯
金
事
業

 

物
資
供
給
事
業

 

貸
付
事
業
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安
全
・
有
利
な
普
通
貯
金
で
、
加
入
率
は

60
％
を
超
え
て
い
ま
す
。

　

預
入
は
、
給
料
天
引
又
は
銀
行
の
窓
口
か

ら
払
込
み
い
た
だ
き
、
払
戻
は
請
求
書
に
基

づ
き
組
合
員
口
座
へ
送
金
し
て
い
ま
す
。

　

無
理
な
く
計
画
的
に
貯
金
で
き
ま
す
の

で
、
加
入
に
つ
い
て
ご
検
討
く
だ
さ
い
。

　

組
合
員
の
皆
さ
ん
が
共
済
組
合
指
定
店（
別

冊「
物
資
供
給
事
業
契
約
業
者（
指
定
店
）名

簿
」を
ご
覧
く
だ
さ
い
。）で
自
動
車
等
を
購
入

す
る
際
に
、
購
入
費
用
の
全
部
又
は
一
部
を

共
済
組
合
が
立
て
替
え
て
支
払
う
事
業
で
す
。

　

貸
付
事
業
と
異
な
り
、
利
用
者
は
給
料
及

び
賞
与
か
ら
の
償
還
回
数
等
を
柔
軟
に
設
定

で
き
ま
す
。

　

組
合
員
の
皆
さ
ん
が
、
住

宅
の
建
築
や
改
修
、
ま
た
教

育
な
ど
の
資
金
を
必
要
と
す

る
と
き
、
共
済
組
合
が
そ
の

資
金
の
貸
付
け
を
行
う
事
業

で
、
貸
付
金
額
に
対
応
す

る
償
還
表
に
よ
り
償
還（
返

済
）し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

収
入
と
支
出
の
バ
ラ
ン
ス

を
よ
く
考
え
、
計
画
的
に
ご

利
用
く
だ
さ
い
。

各
事
業
の
詳
細
に
つ

い
て
は
共
済
組
合
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。

(http://w
w
w
.ehim

e
-kyosai.jp/)

●
●
●
●
新
組
合
員
の
皆
さ
ん
へ
●
●
●
●

共
済
組
合
福
祉
事
業
の
ご
案
内

　

共
済
組
合
で
は
、
共
済
事
業
の
中
心
で
あ
る
医
療
保
険
制
度
・
年
金
制
度
の
他
に
、
組
合
員

の
皆
さ
ん
の
生
活
の
安
定
と
福
祉
の
増
進
を
目
的
と
し
た
福
祉
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
福
祉
事
業
の
中
か
ら
、
貯
金
、
物
資
、
貸
付
の
三
事
業
を
ご
案
内
し
ま
す
。

年　　利 1.0%(税引後0.79685%・4月1日現在)

預入方法

○定例貯金
　毎月の給料から千円単位で申出の金額を
　天引する方法
○臨時増額貯金（随時）
　指定金融機関の窓口から千円単位で任意
　の金額を払込む方法
※併用もできます。

払戻方法

◇共済貯金払戻請求書を提出していただく
　ことで、共済組合に届出した口座へ払戻・
　送金されます。
◇通常火曜日締切の金曜日送金です。
　詳しくは、共済組合ホームページの「貯金
　払戻スケジュール」をご覧ください。

貸付種類 申込事由 貸付限度額 年利(変動金利) 送金日等

普 通 貸 付 生活必需物資の購入等で臨時に資金が必要なとき 給料月額×6（上限200万円） 2.72% 15日・月末の前日

住 宅 貸 付 自ら居住するための住宅を新築・購入・増改築・修理又は土地を
購入するとき 組合員期間・給料月額に応じた額 2.72%（抵当権の設定が

必要な場合は2.66%） 月末の前日

在宅介護対応
住 宅 貸 付

自ら居住するための住宅を要介護者に配慮した構造を有する
住宅にするとき 組合員期間・給料月額に応じた額 2.46%（抵当権の設定が

必要な場合は2.40%） 月末の前日

災 害 貸 付 水震火災その他の非常災害等により組合員の居住かつ所有す
る住宅が損害を受けて臨時に資金が必要なとき 組合員期間・給料月額に応じた額 2.28%（抵当権の設定が

必要な場合は2.22%） 月末の前日

医 療 貸 付 組合員又はその被扶養者の保険適用外の療養に係る支払いの
ため資金が必要なとき 給料月額×6（上限100万円） 2.72% 15日・月末の前日

入 学 貸 付 組合員又はその被扶養者等が学校教育法に基づく学校等に入
学するために資金が必要なとき 給料月額×6（上限200万円） 2.72% 15日・月末の前日

修 学 貸 付 組合員又はその被扶養者等が学校教育法に基づく学校等にお
いて修学するために資金が必要なとき 修業月数×10万円（修業年度毎に貸付） 2.72% 15日・月末の前日

結 婚 貸 付 組合員又はその被扶養者等が結婚する際に資金が必要なとき 給料月額×6（上限200万円） 2.72% 15日・月末の前日

葬 祭 貸 付 組合員の配偶者・子・父母の葬祭で資金が必要なとき 給料月額×6（上限200万円） 2.72% 15日・月末の前日

高 額 医 療
貸 　 　 付

組合員又はその被扶養者が高額療養費の支給対象となる療養
の支払いのため臨時に資金を必要とするとき 高額療養費相当額 無利息 随時

出 産 貸 付 出産費又は家族出産費の支給対象となる出産に係る支払いの
ため臨時に資金が必要なとき 出産費又は家族出産費相当額 無利息 随時

財 形 住 宅
貸 付 事 業

全国市町村職員共済組合連合会が行う財形住宅貯蓄に係る財
形住宅資金貸付事業

地方公務員等財産形成事業計画において
定める金額の範囲内 5年毎の変動金利 6月・10月

年　　利 2.9%（変動金利）

立替限度額 200万円

償還方法等

給料及び賞与からの天引きによ
る償還

毎月償還分は60回以内、賞与
償還分は立替金額の半分以内で
自由に設定できます。

購入票締切日 毎月5日及び20日
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貸
付
・
物
資

　

3
月
末
日
を
も
っ
て
、
平
成
24
年
10
月
1

日
か
ら
平
成
25
年
3
月
31
日
ま
で
の
半
年

分
の
利
息（
年
利
1
・
0
%
、
税
引
後
0
・

7
9
6
8
5
%
）を
計
算
し
、
元
金
に
組
み

入
れ
ま
し
た
。

　

4
月
下
旬
に
、
組
合
員
全
員
に
ポ
ケ
ッ
ト

カ
レ
ン
ダ
ー
を
、
加
入
者
の
方
に
は「
共
済

貯
金
現
在
残
高
通
知
書
」の
配
付
を
予
定
し

て
い
ま
す
。
加
入（
口
座
開
設
）時
に
お
配
り

し
て
い
ま
す
貯
金
控
帳
と
併
せ
て
、
日
頃
の

残
高
管
理
に
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
ィ
ー
ク
期
間
中
の

払
戻
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
次
表
の
と
お
り
で
す

の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

貯
金
事
業
の
お
知
ら
せ

利
息
を
元
金
に
組
み
入
れ
ま
し
た

※払戻請求書締切日は、払戻請求書の共済組合受付の日です。
※詳しくは共済組合ホームページ「貯金払戻スケジュール」を　
　ご覧ください。

ゴールデンウィーク期間中の
共済貯金の払戻予定

払戻請求書
締切日※ 送金予定日

4月23日(火) 4月26日(金)

【注意】 4月27日から5月9日まで  　　　 の間は送金がありません。

5月7日(火) 5月10日(金)

　

貸
付
事
業
及
び
物
資
供
給
事
業
の
ご
利

用
に
際
し
、
償
還
能
力
審
査
等
に
用
い
る

給
料
月
額
に
つ
い
て
、
給
料
の
一
部
が
減

額
さ
れ
て
い
る
と
き
は
減
額
後
の
給
料
月

額
で
審
査
等
を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
の

た
び
、
育
児
短
時
間
勤
務
、
育
児
部
分
休

業
、
修
学
部
分
休
業
、
高
齢
者
部
分
休
業
、

そ
の
他
病
気
休
暇
等
に
よ
り
条
例
の
規
定

に
基
づ
き
給
料
の
一
部
が
減
額
さ
れ
て
い

る
場
合
に
つ
い
て
、
当
該
減
額
後
の
給
料

月
額
を
共
済
組
合
で
算
定
で
き
る
こ
と
と

な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
こ
と
に
伴
い
、
平
成
25
年
4
月
1

日
か
ら
、
普
通
・
特
別
・
住
宅
・
災
害
の

各
貸
付
申
込
書
、
借
入
状
況
等
申
告
書
及

び
物
資
購
入
票
の
様
式
が
変
更
さ
れ
て
い

ま
す
の
で
、
ご
利
用
に
当
た
っ
て
は
、
必

ず
新
様
式
を
ご
使
用
く
だ
さ
い
。

平
成
25
年
度
の

改
正
内
容
に
つ
い
て

共済貯金の利息に
「復興特別所得税」が課税されます

◆利息計算の対象期間にかかわらず、平成 25年 1月 1日以降に現に受け取ることとなる利息に対し、所得税・
地方税合わせ一律20.315%が源泉徴収されます。

◆障害者等に係る少額貯蓄非課税制度（マル優）の適用により所得税が非課税となっている貯金利息に対しては、
復興特別所得税についても課税されません。

◆復興特別所得税制度についての詳細は、最寄りの税務署へお問い合わせください。

⇒
平成25年 1月 1日から

所得税及び
復興特別所得税　１５．３１５％
地　方　税　　　　５．０００％

合　　　計　　　２０．３１５％

期間 平成24年 12月 31日まで

源泉徴収税率
所　得　税　　　１５％
地　方　税　　　　５％

合　　　計　　　２０％

　本紙1月号（Vol.272）にてお知らせしましたとおり、平成25年 1月 1日以降に支払われる給与所得や
預金利息などに対し、「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特
別措置法」に基づく復興特別所得税（＝所得税×2.1%）の追加課税が実施されており、共済貯金の利息に
ついても次のとおり源泉徴収されることとなっています。
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50
歳
代
は
、
退
職
後
の
人
生
を
充
実
し
た

も
の
に
す
る
た
め
に
、
厳
し
さ
を
増
す
家
計

環
境
の
中
、
退
職
後
の
人
生
の
見
通
し
を
立

て
生
活
基
盤
の
さ
ら
な
る
安
定
を
は
か
る
時

期
で
す
。

　

共
済
組
合
で
は
、
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
の
三
本

柱
で
あ
る「
生
き
が
い
」・「
健
康
」・「
家
庭
経

済
設
計
」等
に
係
る
情
報
の
提
供
及
び
生
活

設
計
づ
く
り
の
支
援
の
た
め
に
、（
一
財
）地

域
社
会
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
協
会
及
び
明
治
安
田

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
セ
ン
タ
ー（
株
）か
ら
講
師
を

迎
え
、（
一
財
）愛
媛
市
町
村
職
員
互
助
会
と

共
同
で
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し

ま
す
。

○
開
催
日

　

平
成
25
年
7
月
17
・
18
・
19
日 

○
対
象
者

　

50
歳
以
上
の
組
合
員

○
定
員

　

2
2
0
名

○
参
加
希
望
者
の
募
集
方
法

　

6
月
に
、
所
属
所
の
共
済
事
務
担
当
課（
係
）

　

を
通
じ
て
募
集
し
ま
す
。

　

昨
年
度
参
加
さ
れ
た
方
か
ら
は
「
も
っ
と

早
く
参
加
し
て
い
れ
ば
よ
か
っ
た
」
と
の
ご

感
想
を
多
く
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。
是
非

ご
参
加
く
だ
さ
い
。

50
歳
代
の

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン

セ
ミ
ナ
ー
開
催

是非ご参加ください！

 

人
間
ド
ッ
ク
等
利
用
助
成

　

人
間
ド
ッ
ク
等
利
用
助
成
の
助
成
額
を
、

1
4,
0
0
0
円
か
ら
2
4,
0
0
0
円
に
引

き
上
げ
ま
す
。

　

な
お
、（
一
財
）愛
媛
県
市
町
村
職
員
互

助
会
の
人
間
ド
ッ
ク
等
利
用
に
係
る
補
助

は
、
受
診
す
る
コ
ー
ス
に
か
か
わ
ら
ず
一
律

1,
0
0
0
円
に
変
更
さ
れ
ま
す
。（
別
表
を

参
照
）

　

利
用
者
の
一
部
負
担
金
額（
自
己
負
担
額
）

は
、
利
用
料
金
か
ら
共
済
組
合
の
助
成
金

及
び
互
助
会
の
補
助
金
を
控
除
し
た
額
と

な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
一
部
負
担
金
額
は

1,
0
0
0
円
以
上
必
要
と
な
り
ま
す
。

保
健
事
業
の
一
部
変
更
に
つ
い
て

一
部
変
更
し
た
事
業

区分 年  月  日 指 定 店 名 取扱商品

取消 H25.2.15  ㈱AUTO HOUSE 自動車

取消 H25.2.15
㈲クロスオーヴァー
Bike shopタケチ

自動二輪

物資指定店 の追加・変更・取消

　指定店会では「組合員割引」を行っています。
　これは、組合員割引取扱店において割引対象商
品を購入する際に、組合員証を提示することによ
り割引を受けることができるサービスです。
　概要は、本号別冊「物資供給事業契約業者（指定
店）名簿」の裏面「組合員割引取扱店一覧（25年度）」
をご覧ください。

～指定店会からのお知らせ～

組合員割引いたします

別表

変更前 変更後（平成25年度）

1日 2日通院 1泊2日 脳ドック 1日 2日通院 1泊2日 脳ドック

共済組合助成金 14,000円 24,000円

互助会補助金 16,800円 18,000円 22,400円 22,000円 1,000円

合 　 　 計 30,800円 32,000円 36,400円 36,000円 25,000円

※互助会補助金は昨年12月の募集の際、2,000円でご案内しましたが、平成25年度予算の協議の結果、1,000円
を補助することとなります。詳しくは、「互助会だより（平成25年4月号）」をご覧下さい。



四季の伊予路プラン
伊予の春の味覚を

お楽しみください。

～お品書き～

 冷菜 イカと筍の木の実味噌和え
 造り 鰆のタタキ
 一人コンロ 伊予元気鶏の鉄板焼き　

（蜜柑ソース）
 蒸物 桜鯛と春野菜の酒蒸し
 揚物 鱚の二色揚げ
 御飯 鯛釜飯
 汁物 味噌汁
 デザート みかんシャーベット

四季の伊予路プラン春

お1人様

1泊2食付

※朝食はバイキング形式となります。

7,100円

※その他ご予算に合わせた各種宴会料理をご用意させていただきますので、お気軽にお問い合わせください。

宿泊予約状況（3月28日現在）

5
月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水
● ● × ▲ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31
木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金
● ● ● ● ● ● ● ● × × × × ● ● ● ●

● 余裕あり　▲ あと僅か　× 満 室

─組合の現況─
（平成25年2月末現在）

◎所属所数 ..................................................................43
◎組合員数 .............................................14,964人
　　　　男 .................................................9,752人
　　　　女 .................................................5,212人
◎平均給料月額（短期） ..........322,381円
◎被扶養者数 .......................................18,143人
　（含任継 ...............................................内 252人）
◎任意継続組合員 ......................................344人
◎年金受給者数 ..................................16,809人

◎発行所／愛媛県市町村職員共済組合　松山市三番町5丁目13-1
◎編集発行人／山内 定樹　URL http://www.ehime-kyosai.jp/　 環境にやさしい大豆油インキを

使用しています。

ご予約・お問い合わせは ...................................

えひめ共済会館
TEL 089-945-6311
FAX 089-945-6322
〒790-0003 松山市三番町5丁目13-1
http://www.ehime-kyosai.jp/kaikan/

春平成25年3月1日㈮
～

平成25年5月31㈮
まで

表
紙
に
よ
せ
て

具ぐ

定じ
ょ
う

展
望
台（
四
国
中
央
市
）

　

四
国
の
ほ
ぼ
中
央
に
位
置
す
る
四

国
中
央
市
の
三
島
川
之
江
I
C
か
ら

車
で
約
15
分
の
と
こ
ろ
に
あ
る
具
定

展
望
台
は
、
標
高
3
5
0
m
に
あ
り

夜
間
は
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
さ
れ
ま
す
。

展
望
台
か
ら
は
、
三
島
・
川
之
江
や

土
居
を
一
望
で
き
、
特
に
三
島
・
川

之
江
方
面
の
工
場
地
帯
の
ラ
イ
ト
や

製
紙
工
場
の
輝
き
を
反
射
し
た
瀬
戸

内
海
は
幻
想
的
な
光
景
と
な
り
ま
す
。

　

日
本
の
夜
景
1
0
0
選
、
日
本
夜

景
遺
産
、
2
0
1
2
年
に
は
恋
人
の

聖
地
に
も
認
定
さ
れ
る
な
ど
、
近
年

注
目
を
浴
び
て
い
ま
す
。

　

展
望
台
は
観
光
ル
ー
ト
別
子
翠す

い

波は

は
な
街
道
、
翠
波
高
原
、
金き

ん

砂し
ゃ

湖こ

へ

と
続
き
、
昼
は
四
季
折
々
の
花
、
夜

は
夜
景
と
ド
ラ
イ
ブ
に
最
適
で
す
。

「四国4県共済会館・宿泊施設合同キャンペーン」

平成27年3月31日まで
どこに宿泊されても 1県目  お一人様 1泊2食付 7,500円(税込)
2県目  10％off 3県目  50％off 4県目  無料

「四国旅劇場」
「四国4県共済会館・宿泊施設合同キャンペーン」

四国の味を
食べ尽くそう！

第
2
幕

詳しくはホームページをご覧ください。

ご予約はお電話にて
好評承り中♪♪

 四国を巡って！食べて！遊んで！

どんどんお得に！

「ビジネスプラン」
新
企画

電話及び会館ＨＰからの予約限定！！
1泊朝食付き宿泊プラン1泊朝食付き宿泊プラン

※平成25年4月1日から販売。※詳細は会館ホームページをご覧ください。
宿泊と朝食をセットにしたお得なプランです。




